
  

 

 

 

 

 

大規模事故災害対策計画 新旧対照表 

 

  



  

 

 



大 1-1 

大規模事故災害対策計画  

現 行 修 正 案 

第１編 総則 

第２節 防災機関の事務又は業務の大綱 

第１～４ （略） 

第５ 指定公共機関 

 

 

 

 

 

〔 新 設 〕 

第６ 指定地方公共機関 

 （機関名）（一財）神戸すまいまちづくり公社 

 

第１編 総則 

第２節 防災機関の事務又は業務の大綱 

第１～４ （略） 

第５ 指定公共機関 

 

 

 

 

 

 

第６ 指定地方公共機関 

 （機関名）（一財）神戸住環境整備公社 

第１編 総則 

第３節 兵庫県内の空港、鉄道及び道路の整備状況等 

第２款 鉄道の整備状況等 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ 鉄道の整備状況 

  （略） 

 (1) ＪＲ西日本・日本貨物鉄道（ＪＲ貨物）（平成 30.4.1） 

（略） 

 (2) 公営交通（平成 30.4.1） 

（略） 

 (3)～(4) （略） 

 (5) 普通索道（ケーブルカー・ロープウェイ）（平成 30.4.1） 

 

 

第１編 総則 

第３節 兵庫県内の空港、鉄道及び道路の整備状況等 

第２款 鉄道の整備状況等 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ 鉄道の整備状況 

  （略） 

 (1) ＪＲ西日本・日本貨物鉄道（ＪＲ貨物）（令和 2.6.1） 

（略） 

 (2) 公営交通（令和 2.6.1） 

（略） 

 (3)～(4) （略） 

 (5) 普通索道（ケーブルカー・ロープウェイ）（令和 4.5.1） 
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大規模事故災害対策計画  

現 行 修 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (6) （略） 

２～４ （略） 

５ 過去の事故例 

  多数の死傷者が発生した代表的な事故例としては、次のものがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (6) （略） 

２～４ （略） 

５ 過去の事故例 

  多数の死傷者が発生した代表的な事故例としては、次のものがある。 

第１編 総則 

第３節 兵庫県内の空港、鉄道及び道路の整備状況等 

第３款 道路の整備状況等 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ （略） 

２ 県内の高速道路、一般国道等の路線図 

 

第１編 総則 

第３節 兵庫県内の空港、鉄道及び道路の整備状況等 

第３款 道路の整備状況等 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ （略） 

２ 県内の高速道路、一般国道等の路線図 
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現 行 修 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年４月現在 

３～６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年４月現在 

３～６ （略） 

 



大 2-1 

大規模事故災害対策計画  

現 行 修 正 案 

第２編 災害予防計画 

第２章 交通の安全性の確保 

第１節 交通の安全のための情報の充実 

〔実施機関：近畿運輸局、近畿地方整備局、大阪航空局、県企画県民部県民生活

局、県企画県民部災害対策局、県県土整備部県土企画局、県県土整

備部土木局、県警察本部、県民局・県民センター、市町、空港管理

者、航空運送事業者、鉄道事業者、道路管理者等〕 

 

第２編 災害予防計画 

第２章 交通の安全性の確保 

第１節 交通の安全のための情報の充実 

〔実施機関：近畿運輸局、近畿地方整備局、大阪航空局、県県民生活部、県危機

管理部、県土木部、県警察本部、県民局・県民センター、市町、空

港管理者、航空運送事業者、鉄道事業者、道路管理者等〕 

 

 

第２編 災害予防計画 

第２章 交通の安全性の確保 

第２節 安全な運航（運行）の確保 

〔実施機関：近畿運輸局、近畿地方整備局、大阪航空局、県企画県民部県民生活

局、県県土整備部県土企画局、県県土整備部土木局、県警察本部、

市町、航空運送事業者、鉄道事業者等〕 

 

第２編 災害予防計画 

第２章 交通の安全性の確保 

第２節 安全な運航（運行）の確保 

〔実施機関：近畿運輸局、近畿地方整備局、大阪航空局、県県民生活部、県土木

部、県警察本部、市町、航空運送事業者、鉄道事業者等〕 

 

 

第２編 災害予防計画 

第２章 交通の安全性の確保 

第３節 航空機、鉄道車両等の安全性の確保 

〔実施機関：近畿運輸局、県県土整備部県土企画局、県警察本部、市町、航空運

送事業者、鉄道事業者等〕 

 

第２編 災害予防計画 

第２章 交通の安全性の確保 

第３節 航空機、鉄道車両等の安全性の確保 

〔実施機関：近畿運輸局、県土木部、県警察本部、市町、航空運送事業者、鉄道

事業者等〕 

 

第２編 災害予防計画 

第３章 災害応急対策への備えの充実 

第１節 情報の収集・伝達体制の整備 

〔実施機関：大阪航空局、近畿運輸局、近畿地方整備局、海上保安本部、県企画

県民部災害対策局、県民局・県民センター、県警察本部、市町、消

防本部、航空運送事業者、鉄道事業者、道路管理者、空港管理者等〕 

第２編 災害予防計画 

第３章 災害応急対策への備えの充実 

第１節 情報の収集・伝達体制の整備 

〔実施機関：大阪航空局、近畿運輸局、近畿地方整備局、海上保安本部、県危機

管理部、県民局・県民センター、県警察本部、市町、消防本部、航

空運送事業者、鉄道事業者、道路管理者、空港管理者等〕 
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大規模事故災害対策計画  

現 行 修 正 案 

第２編 災害予防計画 

第３章 災害応急対策への備えの充実 

第３節 捜索、救助・救急、医療及び消火活動への備え 

〔実施機関：大阪航空局、近畿運輸局、近畿地方整備局、海上保安本部、自衛隊、

県企画県民部災害対策局、県健康福祉部健康局、県県土整備部県土

企画局、県県土整備部土木局、県警察本部、市町、消防本部、日本

赤十字社兵庫県支部、兵庫県医師会、医療機関、空港管理者、鉄道

運送事業者、道路管理者〕 

第１ （略） 

第２ 内容 

１～２ （略） 

３ 医療活動関係 

 (1)～(2) （略） 

 (3) 県、消防本部、日本赤十字社兵庫県支部、（社）兵庫県医師会等は、発災時

に医療救護活動を適切に行うことができるよう、平時から県広域災害・救急

医療情報システムの活用に努めることとする。 

 (4) 県は、災害救急医療システムの充実を、災害医療センターの整備に併せて

行うとともに、同センターにおいて夜間等も含めて、必要に応じて搬送先の

調整を行うこととする。また、県、市町等は、各２次保健医療圏域毎に、医

療機関相互の応援体制や広域災害・救急医療情報システムを活用した発災直

後の医療、対応の具体的手順、市町の役割である医薬品及び飲料水の備蓄並

びに市町単位の災害対応病院から災害拠点病院への患者搬送の流れ等の地域

災害救急医療マニュアルを定め、特に初動時に災害対応病院を中心として災

害現場へ迅速に救護班を派遣できる体制を整備することとする。 

 (5) （略） 

(6) 県は、災害拠点病院の医師に、災害医療コーディネーターを委嘱し、初動

時に院内調整や自主判断による救護班の派遣、さらに被災地における被災患

者の搬送先や救護班等の派遣及び受入調整等の役割を担うことを明確にする

第２編 災害予防計画 

第３章 災害応急対策への備えの充実 

第３節 捜索、救助・救急、医療及び消火活動への備え 

〔実施機関：大阪航空局、近畿運輸局、近畿地方整備局、海上保安本部、自衛隊、

県危機管理部、県保健医療部、県土木部、県警察本部、市町、消防

本部、日本赤十字社兵庫県支部、兵庫県医師会、医療機関、空港管

理者、鉄道運送事業者、道路管理者〕 

 

第１ （略） 

第２ 内容 

１～２ （略） 

３ 医療活動関係 

 (1)～(2) （略） 

 (3) 県、消防本部、日本赤十字社兵庫県支部、（一社）兵庫県医師会等は、発災

時に医療救護活動を適切に行うことができるよう、平時から県広域災害・救

急医療情報システムの活用に努めることとする。 

 (4) 県は、災害救急医療システムの充実を、災害医療センターの整備に併せて

行うとともに、同センターにおいて夜間等も含めて、必要に応じて搬送先の

調整を行うこととする。また、県、市町等は、各２次保健医療圏域毎に、医

療機関相互の応援体制や広域災害・救急医療情報システムを活用した発災直

後の医療、対応の具体的手順、市町の役割である医薬品及び飲料水の備蓄並

びに市町単位の災害対応病院から災害拠点病院への患者搬送の流れ等の災害

時保健医療マニュアルを定め、特に初動時に災害対応病院を中心として災害

現場へ迅速に救護班を派遣できる体制を整備することとする。 

 (5) （略） 

(6) 県は、災害拠点病院の医師に、災害医療コーディネーターを委嘱し、初動

時から院内調整や自主判断による救護班の派遣、さらに被災地における被災

患者の搬送先や救護班等の派遣及び受入調整等の役割を担うことを明確にす
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大規模事故災害対策計画  

現 行 修 正 案 

こととする。 

 (7)～(8) （略） 

(9) 県、市町等は、県広域防災センターに「がれき救助訓練施設」を整備・活用

し、レスキューや医療チームの育成を図ることとする。 

 

 

 

 

４～５ （略） 

 

ることとする。 

 (7)～(8) （略） 

(9) 県、市町等は、県広域防災センターに「がれき救助訓練施設」を整備・活用

し、レスキューや医療チームの育成を図ることとする。 

 

 

 

 

４～５ （略） 

第２編 災害予防計画 

第３章 災害応急対策への備えの充実 

第４節 緊急輸送活動等への備え 

〔実施機関：近畿運輸局、近畿地方整備局、大阪航空局、海上保安本部、県企画

県民部災害対策局、県企画県民部防災企画局、県県土整備部土木局、

県公安委員会、県警察本部、市町、鉄道事業者、道路管理者〕 

 

第２編 災害予防計画 

第３章 災害応急対策への備えの充実 

第４節 緊急輸送活動等への備え 

〔実施機関：近畿運輸局、近畿地方整備局、大阪航空局、海上保安本部、県危機

管理部、県土木部、県公安委員会、県警察本部、市町、鉄道事業者、

道路管理者〕 

 

第２編 災害予防計画 

第３章 災害応急対策への備えの充実 

第５節 雑踏事故の予防 

〔実施機関：行事等の主催者等、鉄道事業者、消防本部、県警察本部、県企画県

民部災害対策局、県健康福祉部健康局、県病院局、市町、地区医師

会、医療機関等〕 

 

第２編 災害予防計画 

第３章 災害応急対策への備えの充実 

第５節 雑踏事故の予防 

〔実施機関：行事等の主催者等、鉄道事業者、消防本部、県警察本部、県危機管

理部、県保健医療部、県病院局、市町、地区医師会、医療機関等〕 

 

第２編 災害予防計画 

第３章 災害応急対策への備えの充実 

第７節 災害ボランティア活動支援体制の整備 

〔実施機関：県企画県民部県民生活局、市町〕 

第２編 災害予防計画 

第３章 災害応急対策への備えの充実 

第７節 災害ボランティア活動支援体制の整備 

〔実施機関：県県民生活部、市町〕 
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現 行 修 正 案 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第１節 情報の収集・伝達 

〔実施機関：近畿運輸局、近畿地方整備局、大阪航空局、大阪空港事務所、県企

画県民部災害対策局、県健康福祉部健康局、県県土整備部県土企画

局、県県土整備部土木局、県警察本部、市町、消防本部、但馬空港

ターミナル(株)、航空運送事業者、鉄道事業者､道路管理者､空港管

理者等〕 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ 航空災害の第一報の情報伝達 

 (1) 空港及びその周辺で発生した航空災害の場合 

  ① 大阪国際空港及びその周辺で発生した航空災害 

    大阪国際空港内及びその周辺において航空機事故による災害が発生し、

又は発生するおそれがある場合の情報等の伝達系統は次のとおりとする。 

   ア 空港内で災害が発生した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第１節 情報の収集・伝達 

〔実施機関：近畿運輸局、近畿地方整備局、大阪航空局、大阪空港事務所、県危

機管理部、県保健医療部、県土木部、県警察本部、市町、消防本部、

但馬空港ターミナル(株)、航空運送事業者、鉄道事業者､道路管理者､

空港管理者等〕 

 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ 航空災害の第一報の情報伝達 

 (1) 空港及びその周辺で発生した航空災害の場合 

  ① 大阪国際空港及びその周辺で発生した航空災害 

    大阪国際空港内及びその周辺において航空機事故による災害が発生し、

又は発生するおそれがある場合の情報等の伝達系統は次のとおりとする。 

   ア 空港内で災害が発生した場合 
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注１～３ （略） 

 ４ 連絡先 

兵庫県：企画県民部災害対策局災害対策課、同消防課（勤務時間外及び

緊急の場合） 

   イ 大阪国際空港周辺地域（標点から半径９㎞内の範囲）で災害が発生し

た場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１～３ （略） 

 ４ 連絡先 

    兵庫県：危機管理部災害対策課、同消防保安課（勤務時間外及び緊急の

場合） 

   イ 大阪国際空港周辺地域（標点から半径９㎞内の範囲）で災害が発生し

た場合 

 

 

 

 

 

 

国土交通省

大
　
阪
　
空
　
港
　
事
　
務
　
所

官邸（内閣情報調査室）

関係省庁

内閣府

気象庁

警察庁

消防庁

防衛省

当該航空会社、新関西国際空港㈱、大阪空港交通㈱

関係医師会、赤十字社等医療関係機関

関
西
エ
ア
ポ
ー

ト
（

株
）

伊
丹
空
港
オ
ペ
レ
ー

シ
ョ

ン
セ
ン
タ
ー

NTT西日本

陸上自衛隊第３師団（※状況に応じ）

大阪航空気象観測所 大阪管区気象台

大阪府（危機管理室等）

伊丹市、豊岡市、池田市

伊丹市消防局

豊中市・池田市消防局

大阪市消防局

消化救難隊

空港警備派出所 兵庫県警察本部

大阪府警察本部

兵庫県（危機管理部等）

国土交通省

大
　
阪
　
空
　
港
　
事
　
務
　
所

官邸（内閣情報調査室）

関係省庁

内閣府

気象庁

警察庁

消防庁

防衛省

当該航空会社、新関西国際空港㈱、大阪空港交通㈱

関係医師会、赤十字社等医療関係機関

関
西
エ
ア
ポ
ー

ト
（

株
）

伊
丹
空
港
オ
ペ
レ
ー

シ
ョ

ン
セ
ン
タ
ー

NTT西日本

陸上自衛隊第３師団（※状況に応じ）

大阪航空気象観測所 大阪管区気象台

大阪府（危機管理室等）

伊丹市、豊岡市、池田市

伊丹市消防局

豊中市・池田市消防局

大阪市消防局

消化救難隊

空港警備派出所 兵庫県警察本部

大阪府警察本部

兵庫県（災害対策局等）



 

大 3-3 

大規模事故災害対策計画  

現 行 修 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１～４ （略） 

  ５ 連絡先 

    兵庫県：企画県民部災害対策局災害対策課、同消防課（勤務時間外及び

緊急の場合） 

② 但馬空港及びその周囲で発生した航空災害の場合 

    但馬空港内及びその周囲において航空機事故による災害が発生し、又は

発生するおそれがある場合の情報等の伝達系統は次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１～４ （略） 

  ５ 連絡先 

    兵庫県：危機管理部災害対策課、同消防保安課（勤務時間外及び緊急の

場合） 

② 但馬空港及びその周囲で発生した航空災害の場合 

    但馬空港内及びその周囲において航空機事故による災害が発生し、又は

発生するおそれがある場合の情報等の伝達系統は次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

官邸（内閣情報調査室）

発
　
　
　
　
　
見
　
　
　
　
　
者

（大阪市内各区医師会、吹田市医師会、箕面市医師会）

（川西市医師会、宝塚市医師会、尼崎市医師会、西宮市医師会）

新関西国際空港㈱

大阪府医師会

兵庫県医師会

当該航空会社

航空機災害
消防相互応援
協定機関

国土交通省

内閣府

防衛省

緊急告示病院

関係市

消防庁

警察庁

大阪府警察本部

大阪府（危機管理室等）

災
　
　
害
　
　
地
　
　
消
　
　
防
　
　
本
　
　
部

関係省庁

119番

110番
当該警察機関 兵庫県警察本部

関西エアポート（株）

大阪空港事務所

日本赤十字社大阪府支部

日本赤十字社兵庫県支部

兵庫県（災害対策局等）

大阪府警察本部

大阪府（危機管理室等）

災
　
　
害
　
　
地
　
　
消
　
　
防
　
　
本
　
　
部

関係省庁

119番

110番
当該警察機関 兵庫県警察本部

関西エアポート（株）

大阪空港事務所

日本赤十字社大阪府支部

日本赤十字社兵庫県支部

兵庫県（危機管理部等）

官邸（内閣情報調査室）

発
　
　
　
　
　
見
　
　
　
　
　
者

（大阪市内各区医師会、吹田市医師会、箕面市医師会）

（川西市医師会、宝塚市医師会、尼崎市医師会、西宮市医師会）

新関西国際空港㈱

大阪府医師会

兵庫県医師会

当該航空会社

航空機災害
消防相互応援
協定機関

国土交通省

内閣府

防衛省

緊急告示病院

関係市

消防庁

警察庁



 

大 3-4 

大規模事故災害対策計画  

現 行 修 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１～２ （略） 

  ３ 連絡先 

兵庫県災害対策局：企画県民部災害対策局災害対策課、同消防課（勤務

時間外及び緊急の場合） 

    兵庫県県土整備部：県土企画局空港政策課 

  ③ 神戸空港及びその周囲で発生した航空災害の場合 

    神戸空港内及びその周囲において航空機事故による災害が発生し、又は

発生するおそれがある場合の情報等の伝達系統は次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１～２ （略） 

  ３ 連絡先 

兵庫県危機管理部：災害対策課、同消防保安課（勤務時間外及び緊急の

場合） 

    兵庫県土木部：空港政策課 

  ③ 神戸空港及びその周囲で発生した航空災害の場合 

    神戸空港内及びその周囲において航空機事故による災害が発生し、又は

発生するおそれがある場合の情報等の伝達系統は次のとおりとする。 

 

 

 

 

但
　
　
馬
　
　
空
　
　
港
　
　
タ
　
　
ー

　
　
ミ
　
　
ナ
　
　
ル
　
　

(

株

)

大阪空港事務所 大阪航空局

兵庫県土木部 陸上自衛隊

豊岡警察署

海上保安本部

公立豊岡病院

(一財)航空機安全運航支援センター但馬事務所

全但バス㈱但馬空港事業所

110番
兵庫県警察本部

官邸(内閣情報調査室)

関係省庁

内閣府

兵庫県(危機管理部等) 消防庁

国土交通省

防衛省

但馬県民局

豊岡市消防本部 豊岡市等

警察庁

海上保安庁

但
　
　
馬
　
　
空
　
　
港
　
　
タ
　
　
ー

　
　
ミ
　
　
ナ
　
　
ル
　
　

(

株

)

大阪空港事務所 大阪航空局

兵庫県土木部 陸上自衛隊

豊岡警察署

海上保安本部

公立豊岡病院

(一財)航空機安全運航支援センター但馬事務所

全但バス㈱但馬空港事業所

110番
兵庫県警察本部

官邸(内閣情報調査室)

関係省庁

内閣府

兵庫県(災害対策局等) 消防庁

国土交通省

防衛省

但馬県民局

豊岡市消防本部 豊岡市等

警察庁

海上保安庁



 

大 3-5 

大規模事故災害対策計画  

現 行 修 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ （略） 

  ２ 連絡先 

    兵庫県災害対策局：企画県民部災害対策局災害対策課 

 (2) その他の地域における航空機の墜落等 

   空港及びその周辺の地域以外の地域において、航空機事故による災害が発

生し、又は発生するおそれがある場合の情報等の伝達系統は次のとおりとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ （略） 

  ２ 連絡先 

    兵庫県危機管理部：災害対策課 

 (2) その他の地域における航空機の墜落等 

   空港及びその周辺の地域以外の地域において、航空機事故による災害が発

生し、又は発生するおそれがある場合の情報等の伝達系統は次のとおりとす

る。 

 

 

 

 

 

官邸(内閣情報調査室)

関係省庁

関
西
エ
ア
ポ
ー

ト
神
戸
株
式
会
社

内閣府

神戸市 兵庫県(危機管理部)

神戸市立医療センター　中央市民病院

消防庁

陸上自衛隊 防衛省

ANA、SKY、ADO、SNA

関西航空地方気象台神戸空港出張所

兵庫県警察本部

神戸水上警察署空港警備事務所

大
阪
航
空
局
神
戸
空
港
出
張
所

大阪航空局

三愛ｱﾋﾞｴｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ株式会社

NTT西日本兵庫支店

警察庁

国土交通省

空港消防隊

日本赤十字社兵庫県支部

神戸大学医学部付属病院神戸新交通株式会社

兵庫県災害医療センター神戸市医師会

海上保安本部 海上保安庁

神戸市消防局 神戸市第二次救急病院協議会

110番

官邸(内閣情報調査室)

関係省庁

関
西
エ
ア
ポ
ー

ト
神
戸
株
式
会
社

内閣府

神戸市 兵庫県(災害対策局部)

神戸市立医療センター　中央市民病院

消防庁

陸上自衛隊 防衛省

ANA、SKY、ADO、SNA

関西航空地方気象台神戸空港出張所

兵庫県警察本部

神戸水上警察署空港警備事務所

大
阪
航
空
局
神
戸
空
港
出
張
所

大阪航空局

三愛ｱﾋﾞｴｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ株式会社

NTT西日本兵庫支店

警察庁

国土交通省

空港消防隊

日本赤十字社兵庫県支部

神戸大学医学部付属病院神戸新交通株式会社

兵庫県災害医療センター神戸市医師会

海上保安本部 海上保安庁

神戸市消防局 神戸市第二次救急病院協議会

110番



 

大 3-6 

大規模事故災害対策計画  

現 行 修 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ （略） 

  ２ 連絡先 

兵庫県災害対策局：企画県民部災害対策局災害対策課、同消防課（勤務

時間外及び緊急の場合） 

２ 鉄道災害の第一報の情報伝達 

  鉄道事業者は、鉄道事故による災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合、当該災害に関する情報伝達を速やかに行うとともに、被害状況等の早期把

握に努め、防災関係機関等との連携の下に、的確な対応をとることとする。 

  この場合の情報等の伝達系統は次のとおりとする。 

  なお、危険物等の漏えい等の場合は、第３編第３章第６節 危険物等への対

策の実施に掲載の系統図による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ （略） 

  ２ 連絡先 

兵庫県危機管理部：災害対策課、同消防保安課（勤務時間外及び緊急の

場合） 

２ 鉄道災害の第一報の情報伝達 

  鉄道事業者は、鉄道事故による災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合、当該災害に関する情報伝達を速やかに行うとともに、被害状況等の早期把

握に努め、防災関係機関等との連携の下に、的確な対応をとることとする。 

  この場合の情報等の伝達系統は次のとおりとする。 

  なお、危険物等の漏えい等の場合は、第３編第３章第６節 危険物等への対

策の実施に掲載の系統図による。 

 

 

 

 

 

 

航空運送事業者

消防本部

発
見
者

118番

110番

119番

神戸運輸監理部

市町

兵庫県警察本部

海上保安庁

警察庁

消防庁兵庫県(災害対策局)

官邸(内閣情報調査室)

内閣府

関係省庁

海上保安本部

国土交通省

陸上自衛隊 防衛省

航空運送事業者

消防本部

発
見
者

118番

110番

119番

神戸運輸監理部

市町

兵庫県警察本部

海上保安庁

警察庁

消防庁兵庫県(危機管理部)

官邸(内閣情報調査室)

内閣府

関係省庁

海上保安本部

国土交通省

陸上自衛隊 防衛省



 

大 3-7 

大規模事故災害対策計画  

現 行 修 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ （略） 

  ２ 連絡先 

兵庫県災害対策局：企画県民部災害対策局災害対策課、同消防課（勤務

時間外及び緊急の場合） 

３ 道路災害等の第一報の情報伝達 

 (1) 道路管理者は、道路構造物の被災等による災害が発生し、又は発生するお

それがある場合、当該災害に関する情報伝達を速やかに行うとともに、被害

状況等の早期把握に努め、防災関係機関等との連携の下に、的確な対応をと

ることとする。 

   この場合の情報等の伝達系統は次のとおりとする。 

   なお、危険物等の流出等の場合は、第３編第３章第６節 危険物等への対

策の実施に掲載の系統図による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ （略） 

  ２ 連絡先 

兵庫県危機管理部：災害対策課、同消防保安課（勤務時間外及び緊急の

場合） 

３ 道路災害等の第一報の情報伝達 

 (1) 道路管理者は、道路構造物の被災等による災害が発生し、又は発生するお

それがある場合、当該災害に関する情報伝達を速やかに行うとともに、被害

状況等の早期把握に努め、防災関係機関等との連携の下に、的確な対応をと

ることとする。 

   この場合の情報等の伝達系統は次のとおりとする。 

   なお、危険物等の流出等の場合は、第３編第３章第６節 危険物等への対

策の実施に掲載の系統図による。 

 

 

 

 

 

鉄道事業者

消防本部

発
見
者

118番

110番

119番

神戸運輸監理部

市町

兵庫県警察本部

海上保安庁

警察庁

消防庁兵庫県(危機管理部)

陸上自衛隊 防衛省

官邸(内閣情報調査室)

内閣府

関係省庁

海上保安本部

近畿運輸局 国土交通省

鉄道事業者

消防本部

発
見
者

118番

110番

119番

神戸運輸監理部

市町

兵庫県警察本部

海上保安庁

警察庁

消防庁兵庫県(災害対策局)

陸上自衛隊 防衛省

官邸(内閣情報調査室)

内閣府

関係省庁

海上保安本部

近畿運輸局 国土交通省



 

大 3-8 

大規模事故災害対策計画  

現 行 修 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ （略） 

  ２ 連絡先 

兵庫県災害対策局：企画県民部災害対策局災害対策課、同消防課（勤務

時間外及び緊急の場合） 

 (2) 歩道上等において雑踏事故が発生し、又は発生するおそれがある場合、イ

ベント等の主催者、主催者から警備を委託された者又は雑踏事故の発見者（以

下、本節において「主催者等」という。）は、防災関係機関への通報等、的確

な対応をとることとする。 

   この場合の情報等の伝達系統は次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

注１ （略） 

  ２ 連絡先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ （略） 

  ２ 連絡先 

兵庫県危機管理部：災害対策課、同消防保安課（勤務時間外及び緊急の

場合） 

 (2) 歩道上等において雑踏事故が発生し、又は発生するおそれがある場合、イ

ベント等の主催者、主催者から警備を委託された者又は雑踏事故の発見者（以

下、本節において「主催者等」という。）は、防災関係機関への通報等、的確

な対応をとることとする。 

   この場合の情報等の伝達系統は次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

注１ （略） 

  ２ 連絡先 

官邸(内閣情報調査室)

内閣府

関係省庁

海上保安本部

近畿地方整備局 国土交通省

陸上自衛隊 防衛省

神戸運輸監理部

市町

兵庫県警察本部

海上保安庁

警察庁

消防庁兵庫県(危機管理部)

道路管理者

消防本部

発
見
者

118番

110番

119番

官邸(内閣情報調査室)

内閣府

関係省庁

海上保安本部

近畿地方整備局 国土交通省

陸上自衛隊 防衛省

神戸運輸監理部

市町

兵庫県警察本部

海上保安庁

警察庁

消防庁兵庫県(災害対策局)

道路管理者

消防本部

発
見
者

118番

110番

119番

警察庁

消防庁兵庫県(災害対策局)

発
見
者

（→所轄警察署）

消防本部

110番

119番

発見者

市町

兵庫県警察本部 警察庁

消防庁兵庫県(危機管理部)

発
見
者

（→所轄警察署）

消防本部

110番

119番

発見者

市町

兵庫県警察本部



 

大 3-9 

大規模事故災害対策計画  

現 行 修 正 案 

兵庫県災害対策局：企画県民部災害対策局災害対策課、同消防課（勤務

時間外及び緊急の場合） 

４ （略） 

○ 各部等における調査事項及び調査（報告）系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

兵庫県危機管理部：災害対策課、同消防保安課（勤務時間外及び緊急の

場合） 

４ （略） 

○ 各部等における調査事項及び調査（報告）系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査（報告）系統部 調査事項

災害対策本部

各部局総務課等

事務局

市町［緊急を要する即報］

事務局

消防本部

事 務 局

災害即報

（災害の全般的な状況）

各部局が把握した被害

各部・各所属

地方本部事務局

の状況

空港の閉鎖(運用)状況

技術企画課

関西エアポート(株)空港政策課技術企画課

交通政策課 JR西日本

関西エアポート神戸(株)

交番・駐在所

県土整備部

県 警 本 部 災害全般の被害調査災害対策課 警察署

各ヘリポート管理事務所

但馬空港ターミナル㈱

鉄道の不通状況

道路の不通状況 技術企画課

西日本高速道路（株）

神戸市［神戸市管理］

市町［市町管理］※

※緊急輸送道路や孤立集落等に関するもの

兵庫県道路公社

市町

私鉄等各社

国土交通省近畿地方整備局[国管理]

道路保全課 土木事務所等［県管理］

（道路街路課）

神戸市道路公社

阪神高速道路（株）

道路企画課

本州四国連絡高速道路（株）

調査（報告）系統部 調査事項

災害対策本部

各部局総務課等

事務局

市町［緊急を要する即報］

事務局

消防本部

事 務 局

災害即報

（災害の全般的な状況）

各部局が把握した被害

各部・各所属

地方本部事務局

の状況

空港の閉鎖(運用)状況

技術企画課

関西エアポート(株)空港政策課技術企画課

交通政策課 JR西日本

関西エアポート神戸(株)

交番・駐在所

土 木 部

県 警 本 部 災害全般の被害調査災害対策課 警察署

各ヘリポート管理事務所

但馬空港ターミナル㈱

鉄道の不通状況

道路の不通状況 技術企画課

西日本高速道路（株）

神戸市［神戸市管理］

市町［市町管理］※

※緊急輸送道路や孤立集落等に関するもの

兵庫県道路公社

市町

私鉄等各社

国土交通省近畿地方整備局[国管理]

道路保全課 土木事務所等［県管理］

（道路街路課）

神戸市道路公社

阪神高速道路（株）

道路企画課

本州四国連絡高速道路（株）
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○ 市町からの主な緊急対策支援要請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 市町からの主な緊急対策支援要請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部 要請事項

災害対策本部

事 務 局

ヘリの出動

災害救援専門

建設業協会 県事務局 消防本部

日本赤十字社兵庫県支部

ボランティアの派遣

関係団体 事務局

医療関係者の派遣 全国都道府県（厚生労働省）
災害拠点病院

救助用建設資機材

市町

市町地方本部事務局

支　援　要　請　系　統

近畿地方整備局

市町

消防庁（他都道府県）

自衛隊

事務局消防防災航空隊

海上保安本部

市町

医師会

国立病院等※

地域医療情報センター

県立病院

健康福祉事務所
各保健所設置市災害拠点

病院

県内医療機関 災害医療センター

地域医療情報センター

薬剤師会 薬務課

厚生労働省 医務課

病院局

海上保安本部

近畿地方整備局

災害拠点病院

地域医療情報センター

自衛隊 事務局

事務局

災害医療センター

ドクターヘリ基地病院

県内医療機関

消防機関消防防災航空隊

県公安委員会

県事務局 市町 消防本部

派遣要請

県公安委員会

派遣要請

他府県警察官の 他府県公安委員会

救助用建設資機材 建設業協会

他府県警察ヘリの 他府県公安委員会

歯科医師会

各医療機関

医務課

交通誘導の実施 警備業協会 警察本部

警察署 市町

海上保安本部 医務課

市町立病院

各医療機関

消防庁(他都道府県)

自衛隊

各医療機関

各医療機関

健康福祉部

あっせん

ヘリによる患者搬送

警 察 本 部 警察官の協力要請

船艇による患者搬送

患者受入医療機関の

部 要請事項

災害対策本部

事 務 局

ヘリの出動

災害救援専門

建設業協会 県事務局 消防本部

日本赤十字社兵庫県支部

ボランティアの派遣

関係団体 事務局

医療関係者の派遣 全国都道府県（厚生労働省）
災害拠点病院

救助用建設資機材

市町

市町地方本部事務局

支　援　要　請　系　統

近畿地方整備局

市町

消防庁（他都道府県）

自衛隊

事務局消防防災航空隊

海上保安本部

市町

医師会

国立病院等※

地域医療情報センター

県立病院

健康福祉事務所
各保健所設置市災害拠点

病院

県内医療機関 災害医療センター

地域医療情報センター

薬剤師会 薬務課

厚生労働省 医務課

病院局

海上保安本部

近畿地方整備局

災害拠点病院

地域医療情報センター

自衛隊 事務局

事務局

災害医療センター

ドクターヘリ基地病院

県内医療機関

消防機関消防防災航空隊

県公安委員会

県事務局 市町 消防本部

派遣要請

県公安委員会

派遣要請

他府県警察官の 他府県公安委員会

救助用建設資機材 建設業協会

他府県警察ヘリの 他府県公安委員会

歯科医師会

各医療機関

医務課

交通誘導の実施 警備業協会 警察本部

警察署 市町

海上保安本部 医務課

市町立病院

各医療機関

消防庁(他都道府県)

自衛隊

各医療機関

各医療機関

保健医療部

あっせん

ヘリによる患者搬送

警 察 本 部 警察官の協力要請

船艇による患者搬送

患者受入医療機関の
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第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第２節 動員の実施 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ 県の動員体制 

 (1) （略） 

 (2) 本庁の動員体制 

   防災監は、大規模事故の対応について緊急に協議を行う必要があると認め

る場合は、直ちに関係職員を招集することとする。 

 (2) 本庁の動員体制 

   本庁職員の動員体制は、次のとおりとする。 

   ただし、県災害対策本部の各部のうち、企業部については公営企業管理者、

病院事業部については病院事業管理者、教育部については教育長、警察部に

ついては警察本部長がそれぞれ地域防災計画の内容を踏まえ別途定めること

とする。 

  ① 災害対策本部が未設置で以下の場合 

   ア 航空機について緊急事態又は墜落等の事故が発生したとき 

   イ 大規模な鉄道事故が発生したとき 

   ウ 道路構造物の被災等により大規模な事故等が発生したとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第２節 動員の実施 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ 県の動員体制 

 (1) （略） 

 (2) 本庁の動員体制 

   防災監は、大規模事故の対応について緊急に協議を行う必要があると認め

る場合は、直ちに関係職員を招集することとする。 

 (2) 本庁の動員体制 

   本庁職員の動員体制は、次のとおりとする。 

   ただし、県災害対策本部の各部のうち、企業部については公営企業管理者、

病院事業部については病院事業管理者、教育部については教育長、警察部に

ついては警察本部長がそれぞれ地域防災計画の内容を踏まえ別途定めること

とする。 

  ① 災害対策本部が未設置で以下の場合 

   ア 航空機について緊急事態又は墜落等の事故が発生したとき 

   イ 大規模な鉄道事故が発生したとき 

   ウ 道路構造物の被災等により大規模な事故等が発生したとき 
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  ② 災害対策本部が設置されたとき 

   ア 事故災害対策本部員、本部連絡員、防災企画局、災害対策局その他各

部関係応急対策主管課のあらかじめ定めた職員、災害待機宿舎入居者は、

直ちに配備につくこととする。 

   イ～ウ （略） 

エ 配備は、次のとおり伝達することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 災害対策本部が設置されたとき 

   ア 事故災害対策本部員、本部連絡員、危機管理部その他各部関係応急対

策主管課のあらかじめ定めた職員、災害待機宿舎入居者は、直ちに配備

につくこととする。 

   イ～ウ （略） 

エ 配備は、次のとおり伝達することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各課室
(各班)

各課員
(各班員)

各部総務課
(各部総務班)

局長等
(副部長)

副知事
(副本部長) 防災企画局･災害対策局

（本部事務局）

知事
(本部長)

防　　災　　監
(副本部長兼本部事務局統括)

部長等
(本部員)

本部連絡員
(各部２名)

防災企画局長
（本部事務局総務局長）

災害対策局長
（本部事務局対策局長）

各課室
(各班)

各課員
(各班員)

各部総務課
(各部総務班)

局長等
(副部長)

副知事
(副本部長) 危機管理部

（本部事務局）

知事
(本部長)

防　　災　　監
(副本部長兼本部事務局統括)

部長等
(本部員)

本部連絡員
(各部２名)

危機管理部次長
（本部事務局総務局長）

危機管理部次長
（本部事務局対策局長）
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 (3) 地方機関の動員体制 

   地方機関職員の動員体制は、次のとおりとする。 

  ① 災害対策地方本部が未設置で以下の場合 

    当該地域において次の事項に該当する場合 

   ア 航空機について緊急事態又は墜落等の事故が発生したとき 

   イ 大規模な鉄道事故が発生したとき 

   ウ 道路構造物の被災等により大規模な事故等が発生したとき 

表 （略） 

  ② 災害対策地方本部が設置されたとき 

   ア 災害対策地方本部員、地方本部連絡員、県民局その他の地方機関のあ

らかじめ定めた職員等は、直ちに配備につくこととする。       

   イ 上記以外の職員については、原則として、次のいずれかの配備体制を

とることとする。 

     配備は原則として、災害対策地方本部長（県民局長・県民センター長）

が、災害対策本部長（知事）と協議して決定することとする。 

表 （略） 

   ウ （略） 

エ 配備は、次のとおり伝達することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 地方機関の動員体制 

   地方機関職員の動員体制は、次のとおりとする。 

  ① 災害対策地方本部が未設置で以下の場合 

    当該地域において次の事項に該当する場合 

   ア 航空機について緊急事態又は墜落等の事故が発生したとき 

   イ 大規模な鉄道事故が発生したとき 

   ウ 道路構造物の被災等により大規模な事故等が発生したとき 

表 （略） 

  ② 災害対策地方本部が設置されたとき 

   ア 災害対策地方本部員、地方本部連絡員、県民局その他の地方機関のあ

らかじめ定めた職員等は、直ちに配備につくこととする。       

   イ 上記以外の職員については、原則として、次のいずれかの配備体制を

とることとする。 

     配備は原則として、災害対策地方本部長（県民局長・県民センター長）

が、災害対策本部長（知事）と協議して決定することとする。 

表 （略） 

   ウ （略） 

エ 配備は、次のとおり伝達することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

危機管理部次長
（本部事務局総務局長）

危機管理部次長
（本部事務局対策局長）

危機管理部
（本部事務局）

知事
(本部長)

防　　災　　監
(副本部長兼本部事務局統括)

各地方機関

各課員
（各班員）

県民局参事(市町･防災担当)
（地方本部事務局長）

地方本部連絡員
(各部２名)

県民局長・県民センター長
（地方本部長）

県民局総務企画室長等
（地方本部事務局長）

県民交流室長
各事務所長　等
（地方本部員）

防災企画局長
（本部事務局総務局長）

災害対策局長
（本部事務局対策局長）

防災企画局・災害対策局
（本部事務局）

知事
(本部長)

防　　災　　監
(副本部長兼本部事務局統括)

各地方機関

各課員
（各班員）

県民局参事(市町･防災担当)
（地方本部事務局長）

地方本部連絡員
(各部２名)

県民局長・県民センター長
（地方本部長）

県民局総務企画室長等
（地方本部事務局長）

県民交流室長
各事務所長　等
（地方本部員）
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第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第４節 防災関係機関等との連携促進 

第１款 関係機関との連携 

［実施機関：近畿経済産業局、中部近畿産業保安監督部近畿支部、大阪空港事務

所、県企画県民部防災企画局、県企画県民部災害対策局、県県土整

備部県土企画局、県公安委員会、県警察本部、市町、消防本部、空

港管理者、医師会、医療機関等］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第４節 防災関係機関等との連携促進 

第１款 関係機関との連携 

［実施機関：近畿経済産業局、中部近畿産業保安監督部近畿支部、大阪空港事務

所、県危機管理部、県土木部、県公安委員会、県警察本部、市町、

消防本部、空港管理者、医師会、医療機関等］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第４節 防災関係機関等との連携促進 

第２款 自衛隊への派遣要請 

［実施機関：大阪空港事務所、海上保安本部、自衛隊、県企画県民部災害対策局、

県警察本部、市町］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第４節 防災関係機関等との連携促進 

第２款 自衛隊への派遣要請 

［実施機関：大阪空港事務所、海上保安本部、自衛隊、県危機管理部、県警察本

部、市町］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第５節 専門家・専門機関等への協力要請 

［実施機関：県企画県民部災害対策局、県健康福祉部障害福祉局、県健康福祉部

健康局、県県土整備部県土企画局、県県土整備部土木局、市町］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第２章 迅速な災害応急活動体制の確立 

第５節 専門家・専門機関等への協力要請 

［実施機関：県危機管理部、県福祉部、県保健医療部、県土木部、市町］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第１節 救援・救護活動等の実施 

第１款 捜索、救助、消火及び避難誘導活動 

〔実施機関：大阪航空局、海上保安本部、自衛隊、県企画県民部災害対策局、県

県土整備部県土企画局、県県土整備部土木局、県公安委員会、県警察

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第１節 救援・救護活動等の実施 

第１款 捜索、救助、消火及び避難誘導活動 

〔実施機関：大阪航空局、海上保安本部、自衛隊、県危機管理部、県土木部、県

公安委員会、県警察本部、市町、消防機関、空港管理者、鉄道事業者、
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本部、市町、消防機関、空港管理者、鉄道事業者、道路管理者〕 

 

道路管理者〕 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第１節 救援・救護活動等の実施 

第２款 医療活動等の実施 

〔実施機関：大阪空港事務所、県企画県民部災害対策局、県健康福祉部健康局、

県県土整備部土木局、県警察本部、市町、消防本部、日本赤十字社

兵庫県支部、兵庫県医師会、災害拠点病院等の医療機関、鉄道事業

者、道路管理者、空港管理者等〕 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ 実施方法 

  市町は、必要と認める場合は、救護班を現地に派遣するなど、被災者等に対

する保健医療活動を実施することとする。 

 (1) （略） 

 (2) トリアージの実施と現場での医療活動 

市町等は、必要に応じ、地区医師会等にトリアージや現地における治療活動

を実施する医師の派遣を要請することとする。 

医師等は、救護班や救急隊員等が負傷者等の重傷度や緊急度を理解した上で、

治療や搬送を行えるよう、トリアージを実施することとする。 

災害現場での治療活動については、止血、被覆、固定、保温など応急的治療

を行うこととする。また、生命の危機に直面している負傷者に対しては気道確

保や人工呼吸を行うこととする。 

 (3)～(7) （略） 

２～４ （略） 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第１節 救援・救護活動等の実施 

第２款 医療活動等の実施 

〔実施機関：大阪空港事務所、県危機管理部、県保健医療部、県土木部、県警察

本部、市町、消防本部、日本赤十字社兵庫県支部、兵庫県医師会、

災害拠点病院等の医療機関、鉄道事業者、道路管理者、空港管理者

等〕 

第１ （略） 

第２ 内容 

１ 実施方法 

  市町は、必要と認める場合は、救護班を現地に派遣するなど、被災者等に対

する保健医療活動を実施することとする。 

 (1) （略） 

 (2) トリアージの実施と現場での医療活動 

市町等は、必要に応じ、地区医師会等にトリアージや現地における治療活動

を実施する医師の派遣を要請することとする。 

医師等は、救護班や救急隊員等が負傷者等の重症度や緊急度を理解した上で、

治療や搬送を行えるよう、トリアージを実施することとする。 

災害現場での治療活動については、止血、被覆、固定、保温など応急的治療

を行うこととする。また、生命の危機に直面している負傷者に対しては気道確

保や人工呼吸を行うこととする。 

 (3)～(7) （略） 

 ２～４ （略） 

 

第３編 災害応急対策計画 第３編 災害応急対策計画 
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第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第１節 救援・救護活動等の実施 

第３款 特殊な治療活動等への対応 

〔実施機関：大阪空港事務所、近畿厚生局、県企画県民部防災企画局、県企画県

民部災害対策局、県健康福祉部健康局、県警察本部、市町、消防本

部、日本赤十字社兵庫県支部、兵庫県医師会、災害拠点病院等の医

療機関、鉄道事業者、道路管理者、空港管理者、自衛隊等〕 

第１ （略） 

第２ 内容 

１～２ （略） 

３ 有毒ガス、化学物質等による中毒への対応 

 (1) （略） 

 (2) 二次搬送等 

  ①～② （略） 

  ③ 災害拠点病院その他の医療機関は、負傷者の容態、数及び自己の施設及

び医師等の確保の状況から、対応可能な医療機関に搬送する必要があると

判断した場合は、直ちに所管の消防本部等に対し、二次搬送の要請をする

こととする。また、必要に応じて地域医療情報センター、災害医療コーデ

ィネーター、消防機関と連携をとり、二次搬送先を決定することとする。 

 

  ④ （略） 

４～５ （略） 

 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第１節 救援・救護活動等の実施 

第３款 特殊な治療活動等への対応 

〔実施機関：大阪空港事務所、近畿厚生局、県危機管理部、県保健医療部、県警

察本部、市町、消防本部、日本赤十字社兵庫県支部、兵庫県医師会、

災害拠点病院等の医療機関、鉄道事業者、道路管理者、空港管理者、

自衛隊等〕 

第１ （略） 

第２ 内容 

１～２ （略） 

３ 有毒ガス、化学物質等による中毒への対応 

 (1) （略） 

 (2) 二次搬送等 

  ①～② （略） 

  ③ 災害拠点病院その他の医療機関は、負傷者の容態、数及び自己の施設及

び医師等の確保の状況から、対応可能な医療機関に搬送する必要があると

判断した場合は、直ちに所管の消防本部等に対し、二次搬送の要請をする

こととする。また、必要に応じて地域保健医療情報センター、災害医療コ

ーディネーター、消防機関と連携をとり、二次搬送先を決定することとす

る。 

  ④ （略） 

４～５ （略） 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第２節 緊急輸送活動及び代替輸送 

〔実施機関：近畿地方整備局、海上保安本部、近畿運輸局、神戸運輸監理部、県

企画県民部災害対策局、県県土整備部土木局、県民局・県民センタ

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第２節 緊急輸送活動及び代替輸送 

〔実施機関：近畿地方整備局、海上保安本部、近畿運輸局、神戸運輸監理部、県

危機管理部、県土木部、県民局・県民センター、市町、県警察本部、空港管理者、
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ー、市町、県警察本部、空港管理者、鉄道事業者、道路管理者等〕 

 

鉄道事業者、道路管理者等〕 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第３節 こころのケア対策の実施 

［実施機関：県健康福祉部障害福祉局、県健康福祉部少子高齢局、健康福祉事務

所、県教育委員会、市町、市保健所、県医師会、航空運送事業者、

鉄道事業者等］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第３節 こころのケア対策の実施 

［実施機関：県福祉部、健康福祉事務所、県教育委員会、市町、市保健所、県医

師会、航空運送事業者、鉄道事業者等］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第４節 遺体の保存、身元確認等の実施 

［実施機関：近畿管区警察局、県健康福祉部障害福祉局、県警察本部（警察署）、

市町等］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第４節 遺体の保存、身元確認等の実施 

［実施機関：近畿管区警察局、県福祉部、県警察本部（警察署）、市町等］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第５節 雑踏事故の応急対応 

［実施機関：行事等の主催者等、鉄道事業者、消防機関、県警察本部、県企画県

民部災害対策局、県健康福祉部健康局、市町、医師会、医療機関〕 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第５節 雑踏事故の応急対応 

［実施機関：行事等の主催者等、鉄道事業者、消防機関、県警察本部、県危機管

理部、県保健医療部、市町、医師会、医療機関〕 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第６節 危険物等への対策の実施 

［実施機関：近畿運輸局、近畿地方整備局、海上保安本部、県企画県民部、県企

画県民部災害対策局、県健康福祉部健康局、県農政環境部環境管理

局、県産業労働部産業振興局、県農政環境部農政企画局、県県土整

備部土木局、県警察本部、市町、消防本部、道路管理者等］ 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第６節 危険物等への対策の実施 

［実施機関：近畿運輸局、近畿地方整備局、海上保安本部、県総務部、県危機管

理部、県保健医療部、県環境部、県産業労働部、県農林水産部、県

土木部、県警察本部、市町、消防本部、道路管理者等］ 
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第１ （略） 

第２ 内容 

１～２ （略） 

３ 県、市町その他関係機関 

 (1)～(2) （略） 

 (3) 危険物等の特定 

  ① 消防本部、県警察本部、海上保安本部、県その他関係機関は、責任者等

を通じて危険物等の情報を収集することとする。 

    また、責任者等を通じても危険物等の種類が特定されない場合は、県立

健康生活科学研究所、県警刑事部科学捜査研究所等と連携し、又は県を通

じて専門家・専門機関等と連携をとり、危険物等の種類の特定に努めるこ

ととする。 

  ② （略） 

 (4)～(14) （略） 

４ （略） 

 

第１ （略） 

第２ 内容 

１～２ （略） 

３ 県、市町その他関係機関 

 (1)～(2) （略） 

 (3) 危険物等の特定 

  ① 消防本部、県警察本部、海上保安本部、県その他関係機関は、責任者等

を通じて危険物等の情報を収集することとする。 

    また、責任者等を通じても危険物等の種類が特定されない場合は、県立

健康科学研究所、県警刑事部科学捜査研究所等と連携し、又は県を通じて

専門家・専門機関等と連携をとり、危険物等の種類の特定に努めることと

する。 

  ② （略） 

 (4)～(14) （略） 

４ （略） 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第７節 災害情報の提供と相談活動の実施 

第１款 災害広報の実施 

［実施機関：航空運送事業者、鉄道事業者、国、県企画県民部、県企画県民部災

害対策局、市町、消防本部］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第７節 災害情報の提供と相談活動の実施 

第１款 災害広報の実施 

［実施機関：航空運送事業者、鉄道事業者、国、県総務部、県危機管理部、市町、

消防本部］ 

 

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第７節 災害情報の提供と相談活動の実施 

第２款 各種相談の実施 

［実施機関：航空運送事業者、鉄道事業者、道路管理者、空港管理者、消防本部、

第３編 災害応急対策計画 

第３章 円滑な災害応急活動の展開 

第７節 災害情報の提供と相談活動の実施 

第２款 各種相談の実施 

［実施機関：航空運送事業者、鉄道事業者、道路管理者、空港管理者、消防本部、
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県警察本部、県企画県民部、県企画県民部災害対策局ほか関係部局、

市町等］ 

 

県警察本部、県総務部、県危機管理部、市町等］ 
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第４編 災害復旧計画 

第２節 空港関係施設等の復旧 

〔実施機関：大阪空港事務所、近畿地方整備局、県県土整備部県土企画局、神戸

市、空港管理者〕 

 

第４編 災害復旧計画 

第２節 空港関係施設等の復旧 

〔実施機関：大阪空港事務所、近畿地方整備局、県土木部、神戸市、空港管理者〕 

 

第４編 災害復旧計画 

第３節 鉄道関係施設等の復旧 

〔実施機関：鉄道事業者、近畿運輸局、県県土整備部県土企画局、市町〕 

 

第４編 災害復旧計画 

第３節 鉄道関係施設等の復旧 

〔実施機関：鉄道事業者、近畿運輸局、県土木部、市町〕 

 

第４編 災害復旧計画 

第４節 道路関係施設等の復旧 

〔実施機関：道路管理者、近畿地方整備局、県県土整備部土木局、市町〕 

 

第４編 災害復旧計画 

第４節 道路関係施設等の復旧 

〔実施機関：道路管理者、近畿地方整備局、県土木部、市町〕 

 

 


